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国土交通省直轄工事の発注の流れ

○直轄工事の競争参加資格登録においては、２１の工種に分類するとともに、一般土木等の７つの

工種について等級区分を設けており、競争参加資格者の定期の登録を２年毎に実施している。

（ ：等級区分のある工種）
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○２１工種に登録。
工種によっては等級
区分を行う。

１ 一般土木工事 ８ 暖冷房衛生設備工事 15 グラウト工事

２ アスファルト舗装工事 ９ セメント・コンクリート工事 16 杭打工事

３ 鋼橋上部工事 10 プレストレスト・コンクリート工事 17 さく井工事

４ 造園工事 11 法面処理工事 18 プレハブ建築工事

５ 建築工事 12 塗装工事 19 機械設備工事

６ 木造建築工事 13 維持修繕工事 20 通信設備工事

７ 電気設備工事 14 河川しゆんせつ工事 21 受変電設備工事

表 工種一覧

○不誠実な行為の有無
○資格登録の有無
○同種・類似の施工実績 等

（工事ごと）

（価格競争）
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○直轄工事においては、企業の経営規模等による経営事項審査点に、工事受注や総合評価の参
加実績による技術評価点を加算した総合点数に応じて企業の格付けを行い、各等級別に発注の
標準とする工事金額（いわゆる発注標準）を定めている。

技術評価点数 ＝ 【換算係数 α】 × 【技術評価点素点】 ＾ 【logβ】

経営事項評価点数 ＋ 技術評価点数 ＝ 総合点数

経営事項評価点数 ＝ 0.25Ｘ１+0.15Ｘ２+0.20Ｙ+0.25Z+0.15W

経営規模

Ｘ１ ①完成工事高（許可業種別）

その他審査項目
（社会性等）

Ｗ

①労働福祉の状況
②建設業の営業継続の状況
③防災活動への貢献の状況
④法令遵守の状況
⑤建設業の経理の状況
⑥研究開発の状況
⑦建設機械の保有状況
⑧国際標準化機構が定めた規格の取得の状況
⑨若年の技術者及び技能労働者の育成及び
確保の状況

Ｘ２
①自己資本額
②利払前税引前償却前利益

経営状況 Ｙ

①負債抵抗力
②収益性・効率性
③財務健全性
④絶対的力量

技術力 Ｚ
①元請完成工事高（許可業種別）
②技術職員数（許可業種別）

α、logβは、経営事項評価点数の平均と技術評価点数の平均が等しくなるように設定

Aランク

Bランク

Cランク

Dランク

7.2億円

3.0億円

0.6億円

発注標準（一般土木）

発注量と企業数のバランスを図り、
総合点数の上位企業から上位等級
に格付け

WTO（7.4億円）
【技術評価点素点】＝

＜直轄工事の受注実績＞

∑｛（【成績評定】－65）× 【技術的難易度】×【災害対応実績係数】 × 【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】×【調整係数】×【直近係数】 ｝

＜総合評価方式への参加実績＞

＋0.5×∑｛ 【技術的難易度】 × 【工事規模】×【総合評価】×【部局係数】×【直近係数】 ｝

＜地方公共団体の受注実績＞

＋0.5×∑｛（【成績評定】－成績評定平均点） × 【工事規模】×【調整係数】×【直近係数】 ｝

競争参加資格者名簿の作成と発注標準

2



（参考）ＷＴ０（政府調達協定）標準額の推移
Ｈ２０：７．９億円 → Ｈ２２：６．９億円 → Ｈ２４：５．８億円

→ Ｈ２６：６．０億円 → Ｈ２８：７．４億円

○直轄工事においては、個々の工事発注において、等級区分とあわせて、地域企業の受注機会の
確保を図るために、分離分割発注や入札参加要件における会社の本支店や営業所の所在地など
の地理的条件の設定を行っている。

○また、定期の競争参加資格名簿作成時において、企業の希望により従前の等級に留まることを認
める「残留措置」を実施。

※１ 地域要件は各地整の主な内容を記載
※２ 企業形態は、構成する企業の主な形態を記載
※３ 各等級区分毎の登録者数は、各地整の登録企業の最上位ランク等で重複無しで整理
※４ 矢印 内の数字は、残留措置企業数

等級区分がある工種の発注標準等
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一般土木 電気設備アスファルト舗装 鋼橋上部 造園

A

B

C

D

A

B

C

A

B

7.2億円

3.0億円

6,000万
円

1.2億円

5,000万円

A

B

A

B

C
5,000万円

2,500万円

2.0億円
（8,000万円）

5,000万円
（3,000万円）

※Ｄ等級無し（1地整)
・H25～ 中国

※Ｃ等級無し（5地整）
・H21～ 東北・中国
・H23～ 北陸
・H25～ 九州
・H27～ 四国

※区分無し（5地整）
・H23～ 東北・北陸・近畿・九州
・H27～ 中部

※区分無し（2地整）
・H21～ 東北・四国

※（ ）書きの金額
・H21～ 四国

WTO
（7.4億円）

(※

１
）

地
域
要
件

県
内(

地
域
内)

本
支
店
・営
業
所

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

建 築

A

B

C

D

7.2億円

3.0億円

6,000万
円

※Ｄ等級無し（1地整）
・H25～ 中国

WTO
（7.4億円）

県
内
本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

暖冷房衛生設備

A

B

C

2.0億円
（8,000万円）

5,000万円
（3,000万円）

※（ ）書きの金額
・H21～ 四国

(※

１
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地
域
要
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(※

１
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地
域
要
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(※
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地
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要
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地
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要
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(※
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地
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地
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地
域
内)

本
支
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業
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地
整
管
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本
支
店
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業
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WTO
（7.4億円）

WTO
（7.4億円）

設
定
無
し

WTO
（7.4億円）

WTO
（7.4億円）

県
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地

域
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本
支
店

営
業
所

地
整
管
内(

県
内
）

本
支
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・営
業
所
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定
無
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設
定
無
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地
整
管
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本
支
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営
業
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県
内
本
店
か
つ

地
域
内
本
支

店
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業
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県
内
（地
域
内
）

本
支
店
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業
所

県
内(

地
域
内)

本
支
店

営
業
所

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

26

50

36

25

55

30

2
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32

25

51

12

22

31社

100社

5,888社

12,352
社

29社

203社

3,180社

8,709社

46社

5,911社

4,565社

2,463社

978社

1,294社

4,084社

78社

1,309社

4,324社

112社

1,203社

7,068社

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

地
域
企
業

全
国
企
業

地
域
企
業

全
国
企
業

地
域
企
業

(※
２
）

企
業
形
態

(※

２
）

企
業
形
態

(※

２
）

企
業
形
態
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国土交通省直轄工事における発注の考え方

○発注にあたっては、参加する企業の技術力等を踏まえ、適切な工種
や等級区分を選定し、必要に応じて地域要件を設定。

○特に、地域の建設企業が、災害対応、除雪といった地域を維持する役
割を担うなど、「地域の守り手」として重要な存在であるとの認識のも
と、官公需法の趣旨も踏まえ、分離分割発注などにより、地域企業の
受注機会に配慮。

○品確法の趣旨を踏まえ、担い手の中長期的な育成及び確保等の観
点に留意しつつ、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなさ
れるよう努める。

官公需法：官公需についての中小企業の受注の確保に関する法律
品確法：公共工事の品質確保の促進に関する法律



工種別発注件数（H27・H28年度 整備局計）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成

一般土木
3,013
43%

ＡＳ舗装
427
6%

鋼橋上部
128
2%

造園
175
3%

建築
268
4%

電気設備
117
2%

暖冷房衛生設備
77
1%

木造建築
4

0%

ＣＯ舗装
12
0%

ＰＣ
103
1%

法面処

理
90
1%

塗装
96
1%

維持修繕
1,680
24%

河川しゅんせつ
23
0%

グラウト
4

0%

杭打
0

0%

さく井
2

0%

プレハブ建築
0

0%

機械設備
258
4%

通信設備
424
6%

受変電設備
63
1%

一般土木
1,743
39%

ＡＳ舗装
248
5%

鋼橋上部
56
1%

造園
158
4%

建築
132
3%
電気設備

96
2%

暖冷房衛

生設備
42
1%

木造建築
1

0%ＣＯ舗装
31
1%

ＰＣ
69
2%

法面処理
52
1%

塗装
90
2%

維持修繕
1,181
26%

河川しゅんせつ
13
0%

グラウト
4

0%

杭

打
0

0%

さく井
2

0%

プ

レ

ハ

ブ

建

築
0

0%

機械設備
195
4%

通信設備
346
8%

受変電設備
54
1%

等級区分
のある工種

4,205件(60.4%)

等級区分
のある工種

2,475件(54.8%)

計 6,964件 計 4,513件

平成27年度 平成28年度(H28.4月～10月)
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一般土木
3,518
52%

ＡＳ舗装
439
6%

鋼橋上部
242
4%

造園
76
1%

建築
220
3%

電気設備
108
2%

暖冷房衛生設備
44
1%

木造建築
0

0%

ＣＯ舗装
135
2%

ＰＣ
216
3%

法面処理
74
1%

塗装
30
0%

維持修繕
1,150
17%

河川しゅんせつ
34
1%

グラウト
5

0%

杭打
0

0%

さく井
1

0%

プレハ

ブ建

築
0

0%

機械

設備
214
3%

通信設備
221
3%

受変電設備
29
0%

一般土木
7,253
60%

ＡＳ舗装
602
5%

鋼橋上部
751
6%

造園
79
1%

建築
420
3%

電気設備
159
1%

暖冷房衛生設

備
72
1%

木造建築
2

0%

ＣＯ舗装
28
0%

ＰＣ
356
3%

法面処理
109…

塗装
35
0%

維持修繕
1,495
12%

河川しゅんせつ
39
0%

グラウト
5

0%
杭打

0
0%

さく井
2

0%

プレハブ建築
0

0% 機械設備
295
2%

通信設備
269
2%

受変電設備
44
0%
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工種別発注金額（H27・H28年度 整備局計）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成

等級区分
のある工種

9,337億円(77.7%)

等級区分
のある工種

4,647億円(68.8%)

計 12,017億円 計 6,756億円

平成27年度 平成28年度(H28.4月～10月)



246 232 110 64 85

3,238 3,154

3,846

2,696 2,659

156 208

342

284 164

105 118

153

115
105

3.500 3.933 

4.781 

3.594 

3.387 

1.529 

2.039 

3.758 

3.121 

1.640 

0.808 0.788 
0.675 

0.473 
0.448 

0.015 0.014 0.009 0.005 0.007 0.000 

1.000 

2.000 

3.000 

4.000 

5.000 

6.000 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

H23 H24 H25 H26 H27

（件） （件/社）（件） （件/社）（件） （件/社）（件） （件/社）

80.4 76.3 38 24 30

4,739.6 4,944.2 

6,616.5 

4,519.3 4,068.9 

679.0 
828.2 

1,375.5 

1,140.1 

627.9 

2,227.8 
2,701.3 

4,164.5 

3,714.8 

2,526.4 

74.260 

90.043 

130.141 

116.088 

81.497 

6.657 
8.120 

15.115 
12.529 

6.279 
1.183 1.235 1.161 0.793 

0.686 

0.005 0.005 0.003 0.002 0.002 
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

11,000 

12,000 

13,000 

14,000 

15,000 

H23 H24 H25 H26 H27

（億円） （億円/社）（億円） （億円/社）（億円） （億円/社）

発注件数（一般土木） 発注金額（一般土木）

○全国企業を主体としたＡ・Ｂ等級工事、地域企業を主体としたＣ・Ｄ等級工事において一定量の発注がなされ
ているものの、Ｂ・Ｄ等級工事は近年減少傾向。

○登録企業1社あたりの発注件数・金額は、近年減少傾向。

発注件数
１社あたりの発注件数 発注金額

１社あたりの発注金額
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一般土木の発注状況（H23-H27発注量の推移）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成



36.5 34.1 28.2 25.7 28.0

145.2
120.4 130.1 111.3 114.4

50.0

37.7
56.6

46.1 61.3

384.4

122.5
105.5 180.5

216.1

10.983 

3.500 
3.517 

6.017 

7.452 

0.207 0.156 0.323 0.263 0.302 
0.055 

0.046 0.041 0.035 0.036 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

H23 H24 H25 H26 H27

建 【 国 】
（億円） （億円/社）（億円） （億円/社）

214 201

154

101
132

128

113

126

96

104

13

11

15

14

20

20

7

10

5

12

0.571 

0.200 

0.333 

0.167 

0.414 

0.054 0.045 

0.086 

0.080 
0.099 

0.049 
0.043 0.040 

0.031 0.033 
0.022 

0.018 0.017 0.011 0.015 0.0 

0.1 

0.2 

0.3 

0.4 

0.5 

0.6 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H23 H24 H25 H26 H27

（件） （件/社）（件） （件/社）発注件数（建築） 発注金額（建築）

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 
 

     
 

 
 

 

  

        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D
A B C D

発注件数

１社あたりの発注件数

発注件数

１社あたりの発注件数

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 
 

     
 

 
 

 

  

        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D
A B C D

発注金額

１社あたりの発注金額
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○登録企業1社あたりの発注件数・金額は、一般土木に比べ少ない。
○施設単位の発注であることから年度毎の変動があるものの、全国企業を主体としたＡ・Ｂ等級工事、地域企業を

主体としたＣ・Ｄ等級工事各々で一定量の発注がなされている。

建築の発注状況（H23-H27発注量の推移）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成
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○全国企業を主体としたＡ等級工事や、地域企業を主体としたＢ等級工事ともに一定量の発注がなされているが、
Ｃ等級工事の発注は極めて少なく、５地整で統合された。

○登録企業1社あたりの発注件数・金額については、Ａ等級工事が多い。
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Ａｓ舗装の発注状況（H23-H27発注量の推移）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成
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○Ａ等級（区分無し含む）工事の発注が大部分であり、地域企業を主体としたＢ等級工事の発注は極めて少なく、
５地整で統合された。

○登録企業1社あたりの発注件数・金額についても、Ａ等級（区分無し含む）工事が多い。

鋼橋上部の発注状況（H23-H27発注量の推移）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成
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○主に複数の県を跨いで活動する企業が主体のＡ等級（区分無し含む）工事の発注が大部分であり、地域企業を
主体としたＢ等級工事の発注は少なく２地整で統合された。

○登録企業1社あたりの発注件数・金額についても、Ａ等級（区分無し含む）工事が多い。
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造園の発注状況（H23-H27発注量の推移）

発注件数（造園） 発注金額（造園）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成
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○施設単位の発注であることから年度毎の変動があるものの、全国企業を主体としたＡ等級工事、地域企業を
主体としたＢ・Ｃ等級工事各々において、一定量の発注がなされている。

○登録企業1社あたりの発注件数・金額についても、同様の傾向である。

電気設備の発注状況（H23-H27発注量の推移）

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成
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暖冷房衛生設備の発注状況（H23-H27発注量の推移）

○施設単位の発注であることから年度毎の変動があるものの、全国企業を主体としたＡ等級工事、地域企業を
主体としたＢ・Ｃ等級工事各々において、一定量の発注がなされている。

○登録企業1社あたりの発注件数・金額についても、同様の傾向である。

※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成
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論点１．工種区分について

着眼点
○ 上記を踏まえ、工事の品質確保上必要な技術力の確保、十分な競争

環境の確保といった観点などから、現行の工種区分を見直す必要は

ないのか。

背景・経緯

○ 工種区分については、発注機関が、適正な競争環境の確保、当該分野

の技術力の育成等の観点から、建設業法の業種区分や発注工事の特

性を踏まえ、定期の参加資格名簿作成等のために導入

○ 近年、老朽化対策等の維持修繕関係の工事が増加するなど事業特性

が変化
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論点２．等級区分について

着眼点

○ 各区分毎の登録企業１社当たりの発注量、登録企業の技術力、地域の
中小企業への配慮、上位等級への昇級のインセンティブ等の観点など
から、現行の等級区分を見直す必要はないのか。

背景・経緯

○ 建設業者を育成する観点などから、工事品質を確保しつつ、過当な競争
が生じないよう企業の格付け（等級区分）を導入

○ 指名競争入札においては、入札に参加させる建設業者を選定する際の
基となるリストを作成するために活用

○ 現在、原則適用している一般競争入札では、工事に参加できる企業クラ
スの設定に活用



論点２．等級区分について

※ 各地方整備局において、競争性と参加機会の確保の観点から、Ｂ、Ｃ、Ｄ等級間で、上位等級への参加を可能とするくい上がりや、下位等級への参加を可能とするくい下がりを実施。
※ 各地方整備局（空港・港湾関係、北海道除く）の契約データを基に作成

●等級区分の実態と発注施策（一般土木の例）

Ａ 全国規模
96.8％

(30社／31社）
220件（7.1件／社)

6,241億円(201.3億円/社)
件数 4%
金額37%

Ｂ
全国又は

複数の地域ブロック単位
90.0％

（90社／100社）
448件(4.5件／社)

1,768億円(17.7億円/社)
件数 7%
金額11%

Ｃ
24.9％

(1,467社／5,888社)
5,355件(0.9件／社)

8,588億円(1.4億円/社)
件数87%
金額51%

Ｄ
0.7％

(89社／12,852社)
149件(0.007件／社)

54億円(0.0008億円/社)
件数 2%
金額 1%

・分離分割発注、地域要件の適用による
　受注機会の確保
・工事実績以外の災害活動などによる
　多様な評価
・チャレンジ型、自治体実績評価型による
　新規参入企業への配慮

・大規模工事を設定（7.4億円以上はＷＴＯ）
・技術提案を重視する方式による落札者決定

発注施策

件数11％
金額48％

都道府県単位
件数89％
金額52％

等級区分

実態

経営形態
受注企業率

※2カ年（H26・H27）

受注件数・金額
（　）書きは登録企業1社当り

※2カ年（H26・H27）

受注件数・金額シェア
※2カ年（H26・H27）

16
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論点３．地域要件について

着眼点

○ 発注標準等のあり方とあわせて、地域要件の設定の考え方も整理する必要はないの
か。

※１ 地域要件は各地整の主な内容を記載
※２ 企業形態は、構成する企業の主な形態を記載
※３ 各等級区分毎の登録者数は、各地整の登録企業の最上位ランク等で重複無しで整理
※４ 矢印内の数字は、残留措置企業数

背景・経緯

○一般競争入札の導入により、地域企業の受注機会の確保の観点から地域要件を設定

一般土木

A

B

C

D

7.2億円

3.0億円

※Ｄ等級無し（1地整)
・H25～ 中国

WTO
（7.4億円）

(※

１
）

地
域
要
件

県
内(

地
域
内)

本
支
店
・営
業
所

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

設
定
無
し

県
内
本
店
か
つ

地
域
内
本
支

店
・営
業
所

26

50

36

31社

100社

5,888社

12,352
社

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

アスファルト舗装

A

B

C

1.2億円

※Ｃ等級無し（5地整）
・H21～ 東北・中国
・H23～ 北陸
・H25～ 九州
・H27～ 四国

地
整
管
内

本
支
店
・営
業
所

(※

１
）

地
域
要
件

WTO
（7.4億円）

設
定
無
し

県
内
（地
域
内
）

本
支
店
・営
業
所

2

4

46社

5,911社

4,565社

(※

２
）

企
業
形
態

全
国
企
業

地
域
企
業

維持修繕

区
分
無

(※

１
）

地
域
要
件

15,839社

地
域
企
業

(※

２
）

企
業
形
態

WTO
（7.4億円）

設
定
無
し

2.0億円

3.0億円

地
整
管
内

本
支
店

営
業
所

県
内
本
店

県
内

本
支
店

営
業
所
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本日ご意見をいただきたい事項

○ 次期の競争参加資格審査について

○ 中長期的な企業評価のあり方について

それぞれについてご意見をいただきたい。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

参考資料
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企業評価の仕組み

出典：
発注者別評価点の活用による資格審査マニュアル（H20.6）より抜粋

建設業許可

経営事項審査制度

○ 公共工事を受注しようとする建設業者の経営に関する客観的事項について審査する役割

１
年
に
１
回

発注者ごとの定期の競争参加資格審査

○ 公共工事の多様性を踏まえて、グルーピングされた市場（発注標準）に適合する企業を仕分ける
（格付）役割

例
え
ば
２
年
に
１
回

工事ごとの競争参加資格の確認

○ 当該工事の規模や特性にふさわしい企業をふるい分ける役割
・ 当該工事を担 うの に適した企 業についてランク要件 、地域要件等を設定。
・ 当該工事の適正な履行のため に最低限必要な実 績等の要件 を設定。
・ 財務面では 、入札ボンドの提出により企 業の履行能力 を確認。
・ 設定され た最低限の要求要件 を満足しない企 業は 欠格。

工
事
ご
と

総合評価

○ 当該工事の特性に対し、最も契約相手として望ましい企業を選定する役割
・ 競争参加者のうち、価格及び品質が総合的に最 も優れた企 業と契約。
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国土交通省における入札契約制度改革の取組み

品 確 法 の 制 定平成１７年

平成１８年

総合評価落札方式の本格導入

一 般 競 争 方 式 の 拡 大

ダ ン ピ ン グ 対 策
施工体制確認型総合評価方式の試行等

H20 年度までに予定価格６千万円以上まで
順次対象を拡大

会 計 法 制 定明治２２年

原則 一般競争方式

一 般 競 争 方 式 の 導 入

平成１２年 入札契約適正化法の制定

不良不適格業者の参入

明治３３年 指 名 競 争 方 式 に 転 換

・透明性・客観性・競争性の確保
・国内建設市場の海外開放

平成 ６年

WTO対象工事

透明性・公正な競争・不正行為
の排除・適正施工の確保

低価格入札の急増
公共工事の品質低下の懸念

・橋梁談合(H17)、水門談合(H19)
・透明性・客観性・競争性の確保

低価格入札の増加

総 合 評 価 落 札 方 式現在

公共工事の入札契約制度は、工事の適正な施工を確保するとともに、これを請け負う建設業の健全な発達
を図る観点から、それぞれの時代の課題に対応して、制度の見直しを図ってきた。

透明性の確保、公正な競争の促進

・価格と品質が総合的に優れた企業を選定
・施工能力の評価と技術提案の評価に二極化(H25～）



発注標準の経緯

二 資格審査と格付け
（２）発注者は、（中略）次に掲げる経営事項審査基準により、客観的事項についての審査の結果を基礎とし、

主観的事項の評価を勘案して （中略） 入札参加資格を区分するとともに、各等級別に発注の標準とする
工事金額を定めるものとする。

※等級区分の統合、設定が行われたものを記載。

○発注標準改正の遍歴

○昭和２５年９月１３日 中央建設業審議会決定
建設工事の入札制度の合理化対策について

1967年 1968年 1970年 1981年 1991年 1998年 1999年～

一般土木 5区分 4区分

アスファルト舗装 5区分 3区分

鋼橋上部 5区分 3区分 2区分

造園 区分無 3区分 2区分

建築 5区分 4区分

電気設備 4区分 3区分

暖冷房衛生設備 4区分 3区分

木造建築 4区分 区分無

セメント・コンクリート舗装 区分無 5区分 区分無

プレストレスト・コンクリート 5区分 4区分 区分無

法面処理 4区分 区分無

塗装 4区分 区分無

維持修繕 区分無 4区分 区分無

河川しゅんせつ 区分無

グラウト 区分無

杭打 区分無

さく井 区分無

プレハブ建築 区分無

機械設備 4区分 区分無

通信設備 区分無

受変電設備 区分無

等級区分の有無と区分数
工種名

22



建設産業の現状と課題

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成25年度まで実績、26年度・27年度は見込み、28年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値
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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（９年平均）

就業者数
ピーク時比
▲27.01%

500万人
（27年平均）

468千業者
（27年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲22.2%

建設投資
51.8兆円

建設投資
ピーク時比
▲38.3％

許可業者数のピーク
600千業者（11年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（４年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

（年度）

○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、28年度
は約52兆円となる見通し（ピーク時から約38％減）。

○ 建設業者数（27年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約22％減。
○ 建設業就業者数（27年平均）は500万人で、ピーク時（９年平均）から約27％減。
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公共事業関係費の推移（政府全体）

24
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9.0 
9.4 9.4 9.4 

8.4 
8.1 

7.8 
7.5 

7.2 
6.9 6.7 

7.1 

5.8 

5.0 
4.6 

5.3 6.0 

6.0 6.0 
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（年度）

平成

（兆円）

※本表は、予算ベースである。
※平成21年度は、平成20年度で特別会計に直入されていた 「地方道路整備臨時交付金」相当額（0.7兆円）が一般会計計上に切り替わったため、見かけ上は前年度よりも増加（＋5.0％）しているが、

この特殊要因を除けば6.4兆円（▲5.2％）である。
※平成23年度及び平成24年度については同年度に地域自主戦略交付金へ移行した額を含まない。
※平成25年度は東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）及び国有林野特別会計の一般会計化に伴い計上されることとなった直轄事業負担金（29億円）を含む。また、これら及び地域自主戦略交付金

の廃止という特殊要因を考慮すれば、対前年度+182億円（+0.3％）である。
※平成23～28年度において、東日本大震災の被災地の復旧・復興や全国的な防災・減災等のための公共事業関係予算を計上しており、その額は以下の通りである。

H23一次補正：1.2兆円、H23三次補正：1.3兆円、H24当初：0.7兆円、H24一次補正：0.01兆円、H25当初：0.8兆円、H25一次補正：0.1兆円、H26当初：0.9兆円、H26補正：0.002兆円、H27当初：1.0兆円、
H28当初：0.9兆円、H28二次補正：0.06兆円 （平成23年度3次補正までは一般会計ベース、平成24年度当初以降は東日本大震災復興特別会計ベース。また、このほか東日本大震災復興交付金がある。）

※平成26年度については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う経理上の変更分（これまで同特別会計に計上されていた地方公共団体の直轄事業負担金等を一般会計に計上）を除いた額（5.4兆円）
と、前年度（東日本大震災復興特別会計繰入れ（356億円）を除く。）を比較すると、前年度比+1,022億円（+1.9％）である。なお、消費税率引き上げの影響を除けば、ほぼ横ばいの水準である。
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統合

		

																		（十億） ジュウオク

				年度 ネンド		当初（ＮＴＴ含み） トウショフク		補正 ホセイ		予備費 ヨビヒ		社整特会廃止 シャセイトッカイハイシ		当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ				予算総額 ヨサンソウガク

				2		7,322		799						6,215				66,237

				3		7,705		754						6,590				70,347

				4		8,060		1,829						8,024				72,218

				5		8,460		4,046						8,527				72,355

				6		8,882		1,625						11,146				73,082

				7		9,240		4,977						9,240				70,987

				8		9,618		1,599						9,618				75,105

				9		9,745		781						9,745				77,390

				10		8,985		5,870						8,985				77,669

				11		9,431		2,804		425				9,431				81,860

				12		9,431		2,043		422				9,431				84,987

				13		9,435		1,908						9,435				82,652

				14		8,424		1,544						8,424				81,230

				15		8,097		204						8,097				81,789

				16		7,816		1,087						7,816				82,111

				17		7,531		490						7,531				82,183

				18		7,202		580						7,782				79,686

				19		6,947		456						7,403

				20		6,735

				↓グラフ用に単位を兆円に ヨウタンイチョウエン

				年度 ネンド		当初 トウショ		補正 ホセイ		執行停止 シッコウテイシ		社整特会廃止 シャセイトッカイハイシ		当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ		一般会計に占める割合（当初予算ベース） イッパンカイケイシワリアイトウショヨサン

				2		7.3		0.8						6.2		9.4		66.2

				3		7.7		0.8						6.6		9.4		70.3

				4		8.1		1.8						8.0		11.1		72.2

				5		8.5		4.0						8.5		11.8		72.4

				6		8.9		1.6						11.1		15.3		73.1

				7		9.2		5.0						9.2		13.0		71.0

				8		9.6		1.6						9.6		12.8		75.1

				9		9.7		0.8						9.7		12.6		77.4

				10		9.0		5.9						9.0		11.6		77.7

				11		9.4		2.8						9.4		11.5		81.9

				12		9.4		2.1						9.4		11.1		85.0

				13		9.4		1.9						9.4		11.4		82.7

				14		8.4		1.6						8.4		10.4		81.2

				15		8.1		0.2						8.1		9.9		81.8

				16		7.8		1.1						7.8		9.5		82.1

				17		7.5		0.5						7.5		9.2		82.2

				18		7.2		0.6						7.8		9.8		79.7

				19		6.9		0.5

				20		6.7		0.8

				21		7.1		1.7		0.7

				22		5.8		0.6

				23		5.0		0.3

				24		4.6		2.4

				25		5.3		1.0

				26		6.0		0.3

				27		6.0		0.6

				28		6.0		1.5

																		（十億） ジュウオク

				年度 ネンド		当初（ＮＴＴ含み） トウショフク		補正 ホセイ		予備費 ヨビヒ				当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ				予算総額 ヨサンソウガク

				2		7322		799						6215				66,237

				3		7705		754						6590				70,347

				4		8060		1829						8024				72,218

				5		8460		4046						8527				72,355

				6		8882		1625						11146				73,082

				7		9240		4977						9240				70987

				8		9618		1599						9618				75105

				9		9745		781						9745				77390

				10		8985		5870						8985				77669

				11		9431		2804		425				9431				81860

				12		9431		2043		422				9431				84987

				13		9435		1908						9435				82652

				14		8424		1544						8424				81230

				15		8097		204						8097				81789

				16		7816		1087						7816				82111

				17		7531		490						7531				82183

				18		7202		580						7782				79686

				19		6947		456.488						7403.488

				20		6735.151

				↓グラフ用に単位を兆円に ヨウタンイチョウエン

				年度 ネンド		当初 トウショ		補正 ホセイ		執行停止 シッコウテイシ				当初（ＮＴＴ除き） トウショノゾ		一般会計に占める割合（当初予算ベース） イッパンカイケイシワリアイトウショヨサン

				2		7.322		0.799						6.215		9.3829732627		66.237

				3		7.705		0.754						6.59		9.3678479537		70.347

				4		8.06		1.829						8.024		11.1108034008		72.218

				5		8.46		4.046						8.527		11.7849492088		72.355

				6		8.882		1.625						11.146		15.2513614844		73.082

				7		9.24		4.8						9.24		13.016467804		70.987

				8		9.618		1.599						9.618		12.8060714999		75.105

				9		9.745		0.781						9.745		12.5920661584		77.39

				10		8.985		5.87						8.985		11.5683219817		77.669

				11		9.431		2.804						9.431		11.5208893232		81.86

				12		9.431		2.043						9.431		11.0969913046		84.987

				13		9.435		1.908						9.435		11.4153317524		82.652

				14		8.424		1.544						8.424		10.3705527514		81.23

				15		8.097		0.204						8.097		9.8998642849		81.789

				16		7.816		1.087						7.816		9.5188220823		82.111

				17		7.531		0.49						7.531		9.1636956548		82.183

				18		7.202		0.58						7.782		9.7658308862		79.686

				19		6.947		0.456488

				20		6.735151		0.6

				21		7.1		1.7		0.7

				22		5.8		0.6

				23		5		0.5		1.2



・・・補正予算

・・・当初予算

・・・予備費

14.1

12.7

14.9
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